
郡山地域テクノポリス技術高度化研修支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、郡山地域テクノポリス圏域内の中小企業等が技術力の強化を

図るため、運営基本規程第 13 条第 2 号及び第 16 条の定めによる技術高度化研

修支援事業の補助金交付に関し、必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）中小企業者とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規

定する中小企業者をいう。 

（２）研修事業とは、次に掲げるものをいう。 

  ア 技術力向上による取引拡大や技術経営の確立を図る目的をもって受講す

る国・県・市町村、専門教育研修機関及び関連企業等が行う研修事業等 

  イ その他、理事長が適当と認めるもの 

 

（補助金の交付基準） 

第３条 この要綱に基づき交付する補助金の対象事業、補助対象経費、補助金の額

及び対象者は、別表のとおりとする。 

２ 前項の補助金に係る事業について、国、県、市町村等、当財団以外からの補助

金又はこれに類する収入がある場合には、その額を当該補助対象経費から差し引

くものとする。 

３ 第１項の補助金に係る事業が、当財団の他の負担金・補助金等において補  

助の対象とされている場合は、この要綱による補助金の対象としない。 

４ 第１項の補助金額に、千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額

を補助金額とする。 

 

（補助金の交付対象者） 

第４条 この要綱に定める補助金は、次に掲げる者を対象とする。 

（１）テクノポリス圏域内に事業所を有する中小企業の経営者、管理者又は従業員 

（２）アライアンス形成会議会員企業の代表者又は従業員 

（３）インキュベーションセンター入居企業の代表者又は従業員 



（４）その他、理事長が特に認める者 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 申請者は、補助金交付申請書（第１号様式）（以下「申請書」という。）に

次に掲げる書類を添えて申請しなければならない。 

（１）研修機関に参加する場合は、研修受講申込書の写し、受講料の請求書の写し、

交通手段、鉄道賃及び宿泊先の明細書等 

（２）その他、理事長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 理事長は、前条の申請を受理したときは、内容等を審査し、補助金交付決

定通知書（第２号様式）により申請者に通知するものとする。 

 

（実績報告書） 

第７条 前条の規定により補助金の交付を決定した者（以下、「交付決定者」とい

う。）は、当該事業完了後、１４日以内に理事長に実績報告書（第３号様式）に次

に掲げる書類を添えて提出しなければならない。 

（１）研修の修了証書の写し又は受講したことを確認できる書類、受講料及び宿泊

費の領収書の写し、研修の受講報告等 

（２）その他、理事長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付請求） 

第８条 交付決定者は、前条の規定により実績報告書を提出する場合は、補助金交

付請求書（第４号様式）により補助金の交付請求をしなければならない。 

 

（調査、報告等） 

第９条 申請者又は交付決定者は、理事長が当該事業に関する報告又は関係書類、

帳簿等の提出を求めたときは、これに協力しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 10 条 理事長は、申請者が補助金を目的外に使用したとき、又はこの要綱に違

反した場合には、交付した補助金の一部又は全額の返還を命ずることができる。 

 

（委任） 



第 11 条 この要綱に定めるほか、必要な事項は理事長が別に定める。 

 

 

 附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月１０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 



別表（第３条関係） 

 

対象事業 補助対象経費 補助率 補助限度額 対象者 

 

１ 国県市町村、

専門教育研修機

関及び関連企業

が行う研修事業

等に参加する場

合（４日以上） 

 

２ その他、理事

長が適当と認め

るもの 

 

 

①参加に要する

旅費・宿泊費 

②研修受講料 

 

③その他、研修

事業等に関連す

るもの 

 

①、②、③の合

計は１０万円以

上とする。 

 

 

 

１／２ 

以内 

 

３０万円 

①中小企業の経営者、

管理者又は従業員 

②アライアンス形成

会議会員企業の代

表者又は従業員 

③インキュベーショ

ンセンター入居企

業の代表者又は従

業員 

④その他、理事長が特

に認める者 

 

（注）１ 補助対象者に対する補助金は、対象事業の区分の別に限らず、一会計年

度、一企業、３０万円を補助限度とし、利用回数は１回とする。（但し、

年度を超えて一企業３回まで利用することができるものとする。） 

   ２ 研修に伴う旅費・宿泊費は、当財団の規程による交通費及び宿泊費の範

囲内とする。 

   ３ 対象事業において、次の場合は、補助対象外とする。 

   （１）当財団の他の負担金・補助金等の補助対象とされている場合 

   （２）実施内容の大半が当該事業に直接関係のない一般教養の向上、娯楽、

スポーツ、レクリエーションに類するもの 

   （３）大会、総会への出席が主たる目的、内容のもの 

   ４ 国、県、市町村、専門教育研修機関及び関連企業等（当財団以外）から

の補助金等がある場合は、その分を補助対象経費から差し引くものとする。 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第５条関係） 

  年  月  日 

 

公益郡山地域テクノポリス推進機構理事長 

 

                 住 所 

                 氏 名             印 

 

 

 

補 助 金 交 付 申 請 書 

 

 

 

 

 別紙事業計画書のとおり研修事業を実施したいので、郡山地域テクノポリス技術

高度化研修支援事業補助金交付要綱第５条の規定により下記補助金額を交付され

たく申請します。 

 

                  記 

 

１ 補助金交付申請額  金             円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事 業 計 画 書 

 

研修テーマ  

 

研修機関（研修場所）  

 

研修期日（研修期間）  

 

研修受講者 役職等  

 

氏名  

 

 

 

 

単位（円） 

区 分 研修事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分 経費算出の 

根拠 当財団補助

（Ａ） 

その他（Ｂ）

（     ） 

研

修

参

加 

旅 費 

 

 

   旅費 

 

 

宿泊費 

 

 

受講料 

 

 

その他 

宿泊費 

 

 

 

受講料 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

計     

研修内容 

 別紙のとおり 

 



第２号様式（第６条関係） 

 

  郡テクノ第  号 

   年  月  日 

 

住所 

氏名 

 

                公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構 

                理 事 長    

 

 

 

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 

 

 

 

 

   年  月  日付けで交付申請のあった郡山地域テクノポリス技術高度化

研修支援事業補助金について、郡山地域テクノポリス技術高度化研修支援事業補助

金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり決定したので通知します。 

 

                   記 

 

１ 交付決定金額    金             円 

 

２ 交付の条件 

（１）補助事業等の内容又は補助事業等の経費の配分を変更しようとする場合にお

いては、速やかに理事長の承認を受けなければならないこと。ただし、次に掲

げる重要な変更以外の変更については、この限りではない。 

  ア 研修テーマ、研修機関、研修期日及び受講者を変更するとき。 

  イ 研修事業の変更により、補助金の増減が生じるとき。 

（２）その他郡山地域テクノポリス技術高度化研修支援事業補助金交付要綱の定め

に従わなければならないこと。 

 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

 

   年  月  日 

 

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長 

 

住所 

氏名               印 

 

 

 

実 績 報 告 書 

 

 

 

 別添のとおり研修事業が完了したので、郡山地域テクノポリス技術高度化研修支

援事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 



第４号様式（第８条関係） 

 

   年  月  日 

 

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長 

 

住所 

氏名               印 

 

 

 

補 助 金 交 付 請 求 書 

 

 

 

   年  月  日付け  郡テクノ第  号で交付決定のあった郡山地域テ

クノポリス技術高度化研修支援事業補助金について、その事業が完了したので郡山

地域テクノポリス技術高度化研修支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、下

記のとおり請求します。 

 

                   記 

 

１ 補助金交付決定額    金           円 

  補助金既受領額    金           円 

  今 回 請 求 額    金           円 

  残 額    金           円 

 

２ 事業実績（別紙実績報告書のとおり。） 

 


